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＜募集要項等に対する質問及び個別対話に関する提出書類＞
※「様式1-1」～「様式1-4」は『様式集（Excel様式）』に収録

















＜参加表明書及び参加資格審査に関する提出書類＞
（表紙）

様式　２－１
令和8年　　月　　日
会津若松市長　様
参加表明書


令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」に関する公募に、次の構成企業によるグループで参加することを表明します。
なお、次の構成企業及びそれらの企業と資本面若しくは人事面において関連のある者は、他のグループの構成企業として「会津若松市新斎場整備運営事業」に関する公募に参加しないことを誓約します。

	グループ名
	



■構成企業一覧
	通番
	種別
	役割
	商号又は名称

	（例）
	施設整備代表企業、
ＤＢＯ代表企業
	建設企業、
解体企業
	株式会社○○

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	




※　記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。また、（例）及び不要な行は削除してください。
※　「種別」の欄には、「施設整備代表企業」、「維持管理・運営代表企業」、「構成企業（代表企業以外）」のいずれかを記載するとともに、「ＤＢＯ代表企業」に該当する企業はその旨を併記してください。
※　「役割」の欄には、「設計企業」、「建設企業」、「火葬炉企業」、「解体企業」、「維持管理企業」、「火葬炉運転企業」、「運営企業」、「その他企業」（その他業務を提案する場合のみ。）のいずれかを記載してください。なお、複数業務を兼務して行う場合は、該当する役割を併記してください。


様式　2-2
（1/3）

令和8年　　月　　日

グループ構成表及び役割分担表

	グループ名
	



●施設整備グループ

	種別
	施設整備代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	設計企業
	建設企業
	火葬炉企業

	
	解体企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	



	種別
	施設整備代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	設計企業
	建設企業
	火葬炉企業

	
	解体企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	




様式　2-2
（2/3）

令和8年　　月　　日

グループ構成表及び役割分担表

●施設整備グループ（続き）

	種別
	施設整備代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	設計企業
	建設企業
	火葬炉企業

	
	解体企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	




●維持管理・運営グループ

	種別
	維持管理・運営代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	火葬炉企業
	維持管理企業
	火葬炉運転企業

	
	運営企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	




様式　2-2
（3/3）

令和8年　　月　　日

グループ構成表及び役割分担表

●維持管理・運営グループ（続き）

	種別
	維持管理・運営代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	火葬炉企業
	維持管理企業
	火葬炉運転企業

	
	運営企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	



	種別
	維持管理・運営代表企業
	構成企業（代表企業以外）
	DBO代表企業

	役割
	火葬炉企業
	維持管理企業
	火葬炉運転企業

	
	運営企業
	その他企業（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	商号又は名称
	

	所在地又は住所
	

	役職・代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	Eメール
	



※　記載欄及びページが不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
※　「種別」、「役割」の欄は、該当する部分を全て○で囲んでください。
※　火葬炉企業については、「施設整備グループ」及び「維持管理・運営グループ」の両方に記入してください。
※　その他企業が参加する場合は、提案内容に合わせて、片方のグループに記載するか、両方のグループに記載するかを選択し、「役割」の欄に具体的な業務役割について記載してください。

様式　２－3
令和8年　　月　　日
会津若松市長　様

参加資格審査申請書


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	




令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」に係る参加資格について、必要な書類を添付して提出しますので、審査をお願いします。
なお、募集要項に定められた応募者の備えるべき参加資格要件を満たしていること、並びに提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。



様式　２－4

設計企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	一級建築士事務所登録番号
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に、延床面積1,000㎡以上の公共施設の新築工事の基本設計又は実施設計業務を元請として受託し、かつ履行した実績】を記入すること。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	延床面積
	

	
	履行期間
	



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	設計企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定により、一級建築士事務所の登録を受けた者であることを証する書類

	
	６
	平成２８年度から資格審査書類の提出日までの間に、延床面積1,000㎡以上の公共施設の新築工事の基本設計又は実施設計業務を元請として受託し、かつ履行した実績を有することを証する書類



※　設計企業が複数の場合は、企業ごとに記入してください。その場合は、募集要項を参照し、企業の立場により必要な参加資格要件について記入・必要な添付書類を添付してください。また、様式の番号に枝番を付加してください（例：様式2-4-(1)）。
※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類６として、記載した業務の内容（公共施設の旨・業務期間・規模・新築工事の旨）が確認できる契約書の写し・図面・確認済証等及び業務が完了したことを示す完成検査通知書等を添付すること。


様式　２－5
（1/2）
建設企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	特定建設業許可番号
	

	特定建設業許可区分
	建築一式工事
	電気
	管

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	資格総合点数
※市内又は準市内業者の場合
	　　　　　　点

	総合評定値
※市外業者の場合
	　　　　　　点

	上記点数の区分
	建築一式工事
	電気
	管

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に完成及び引渡しが完了した延床面積1,000㎡以上の公共施設の新築工事の実績（元請けに限る）】を記入すること。なお、その施工実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の構成員の中で最大の出資比率を有するものであること。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	受注形態
	単体
	共同企業体（出資比率　　％）

	
	延床面積
	

	
	履行期間
	



※　「特定建設業許可区分」、「上記点数の区分」、「受注形態」の欄は、該当する部分を○で囲んでください。


様式　２－5
（2/2）
建設企業の参加資格要件に関する書類

　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	建設企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、建築一式工事・電気工事・管工事のいずれかに係る特定建設業の許可を受けた者であることを証する書類

	
	６
	建設業法第27条の23第1項に定める経営事項審査における直近かつ有効な建築一式・電気・管のいずれかの総合評定値を証する書類

	
	７
	平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に完成及び引渡しが完了した延床面積1,000㎡以上の公共施設の新築工事の実績（元請けに限る。）を有することを証する書類
※上記施工実績が共同企業体の場合は、当該共同企業体の構成員の中で最大の出資比率を有することを証する書類を追加で添付する。

	
	８
	募集要項等公表日時点において3か月以上の雇用関係を有している建設業法第26条第２項の規定による監理技術者を有することを証する書類



※　建設企業が複数の場合は、企業ごとに記入してください。その場合は、募集要項を参照し、企業の立場により必要な参加資格要件について記入・必要な添付書類を添付してください。また、様式の番号に枝番を付加してください（例：様式2-5-(1)）。
※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類6は、市外業者のみ提出を求めるものであり、市内又は準市内業者においては、資格総合点数を市にて確認するため、添付は不要です。
※　添付書類7として、記載した業務の（一財）日本建設情報総合センター（CORINS）による登録内容確認書、又は、当該業務内容（公共施設の旨・業務期間・規模・新築工事の旨）を確認できる、契約書の写し及び図面・検査済証等並びに業務が完了したことを示す完成検査通知等を添付してください。
※　添付書類8として、監理技術者資格者証の写し及び雇用保険被保険者証の写し等を添付してください。


様式　２－6
（1/2）
火葬炉企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	特定建設業許可番号
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に、一事業で同一施設に火葬炉を6基以上納入及び設置を元請として履行した実績】を記入すること。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	火葬炉数
	

	
	履行期間
	

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に、一事業で同一施設火葬炉6基以上の施設において、２年以上継続して火葬炉の維持管理を行った実績】を記入すること。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	火葬炉数
	

	
	履行期間
	





様式　２－6
（2/2）
火葬炉企業の参加資格要件に関する書類

　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	火葬炉企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、機械器具設置工事に係る特定建設業の許可を受けた者であることを証する書類

	
	６
	平成２８年度から資格審査書類の提出日までの間に、一事業で同一施設に火葬炉を６基以上納入及び設置を元請として履行した実績を有することを証する書類

	
	７
	平成２８年度から資格審査書類の提出日までの間に、一事業で同一施設火葬炉６基以上の施設において、２年以上継続して火葬炉の維持管理を行った実績を有することを証する書類



※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類6及び添付書類7として、記載した業務の内容（業務期間・火葬炉数・維持管理業務の概要）を確認できる、契約書の写し及び仕様書・図面等並びに業務が完了したことを示す完成検査通知等を添付してください。


様式　２－７

解体企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	解体工事の資格総合点数
（総合評定値＋特別点数）
※市内又は準市内業者の場合
	　　　　　　点

	建築一式工事の総合評定値
※市外業者の場合
	　　　　　　点



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	解体企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	建設業法第27条の23第1項に定める経営事項審査における直近かつ有効な建築一式の総合評定値を証する書類



※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類5は、市外業者のみ提出を求めるものであり、市内又は準市内業者においては、資格総合点数を市にて確認するため、添付は不要です。


様式　２－８

維持管理企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間における、公共施設の2年以上の維持管理業務の実績（元請に限る）】を記入すること。なお、ここでいう維持管理業務とは要求水準書に示す維持管理業務の種類のうち、複数の業務を同時に実施するなど総合的な維持管理業務をいう。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	履行期間
	

	
	業務内容の概要
	（※記載例：○○や○○の実施を含む総合的な維持管理業務。）



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	維持管理企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に、公共施設の2年以上の維持管理業務の実績（元請に限る）を有することを証する書類



※　維持管理企業が複数の場合は、企業ごとに記入してください。その場合は、募集要項を参照し、企業の立場により必要な参加資格要件について記入・必要な添付書類を添付してください。また、様式の番号に枝番を付加してください（例：様式2-8-(1)）。
※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類5として、記載した業務の内容（業務期間・公共施設の旨・維持管理業務の概要）を確認できる、契約書の写し及び仕様書等を添付してください。


様式　２－９

火葬炉運転企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間における、一事業で同一施設火葬炉6基以上の施設において、2年以上継続して火葬炉の運転管理を行った実績】を記入すること。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	火葬炉数
	

	
	履行期間
	



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	火葬炉運転企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	平成２８年度から資格審査書類の提出日までの間に、一事業で同一施設火葬炉６基以上の施設において、２年以上継続して火葬炉の運転管理を行った実績を有することを証する書類



※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類5として、記載した業務の契約書の写し及び当該業務内容を確認できる仕様書等を添付してください。



様式　２－１０

運営企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）

	業務実績の内容
	【平成28年度から資格審査書類の提出日までの間における、公共施設の2年以上の運営業務の実績（元請に限る）】を記入すること。なお、ここでいう運営業務とは要求水準書に示す運営業務の種類のうち、複数の業務を同時に実施するなど総合的な運営業務をいう。

	
	業務名称
	

	
	発注者名
	

	
	履行期間
	

	
	業務内容の概要
	（※記載例：○○や○○の実施を含む総合的な運営業務。）



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）

	運営企業の
参加資格要件
に関する書類
	５
	平成28年度から資格審査書類の提出日までの間に、公共施設の2年以上の運営業務の実績（元請に限る）を有することを証する書類



※　運営企業が複数の場合は、企業ごとに記入してください。その場合は、募集要項を参照し、企業の立場により必要な参加資格要件について記入・必要な添付書類を添付してください。また、様式の番号に枝番を付加してください（例：様式2-10-(1)）。
※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。
※　添付書類5として、記載した業務の内容（業務期間・公共施設の旨・運営業務の概要）を確認できる、契約書の写し及び仕様書等を添付してください。



様式　２－１１

その他企業の参加資格要件に関する書類

	商号又は名称
	

	入札参加資格有効期限
	　　　　年　　　　月　　　日　　（※更新予定日　　　年　　　月　　　日）



　参加資格を有することを証する書類として、本様式のうしろに下記書類を添付します。
	区分
	書類名

	共通の
参加資格要件
に関する書類
	１
	会社概要書（パンフレット等）

	
	２
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近３年分）

	
	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１年分）
（※連結対象がある場合）

	
	４
	納税証明書の写し
・国税　（※法人税及び消費税等について未納税額がない証明。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）
・会津若松市税　（※会津若松市内に納税義務を有する場合のみ。直近１年間分の未納がないことを証明できるもの。）



※　その他企業が複数の場合は、企業ごとに記入してください。また、様式の番号に枝番を付加してください（例：様式2-11-(1)）。
※　入札参加資格有効期限について、参加資格審査申請書の受付締切日から基本契約締結の日までに有効期限を迎えることが見込まれる場合には、更新手続きを行う予定日についても記載してください。



様式　２－１２
（1/●）

令和8年　　月　　日
会津若松市長　様
委任状（構成企業→DBO代表企業）

	委任者
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	
	印



下記のとおりDBO代表企業代表者を代理人と定め、参加表明書の提出日から基本契約締結日まで権限を委任します。

記
１　事業名
会津若松市新斎場整備運営事業

２　委任事項
(1)事業に関する参加表明について
(2)事業に関する参加資格審査申請について
(3)事業に関する応募辞退について
(4)事業に関する応募及び提案について
(5)事業に関する契約に関することについて
(６)受任者（復代理人）の選任について

３　受任者（DBO代表企業）
	受任者
（DBO代表企業）
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	
	印



※　この委任状は、構成企業からDBO代表企業へ権限を委任する際に使用してください。
※　本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を追加し、DBO代表企業以外の構成企業ごとに作成して、複数枚で提出してください。

様式　2-13
令和8年　　月　　日
会津若松市長　様
委任状（DBO代表企業内）

	委任者
（DBO代表企業）
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	
	印



下記のとおり代理人を定め、参加表明書の提出日から基本契約締結日まで権限を委任します。

記
１　事業名
会津若松市新斎場整備運営事業

２　委任事項
(1)事業に関する参加表明について
(2)事業に関する参加資格審査申請について
(3)事業に関する応募辞退について
(4)事業に関する応募及び提案について
(5)事業に関する契約に関することについて

３　受任者（復代理人）

	受任者
（復代理人）
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	氏名
	
	印



以上

受任者使用印鑑

印


※　この委任状は、DBO代表企業代表者から復代理人へ権限を委任する際に使用してください。DBO代表企業代表者自らが上記手続き事項を実施する場合には、本様式の提出は不要です。



















＜応募辞退等に関する提出書類＞

様式　3－1
令和　　年　　月　　日
会津若松市長　様

応募辞退届


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	



令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」に参加することを表明しましたが、都合により参加を辞退いたします。


※　様式2-13において復代理人を定めた場合は復代理人名を用いること。


様式　3－2
令和8年　　月　　日
会津若松市長　様

資格審査結果に関する理由説明の要求書


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	




令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」における参加資格審査結果に関する理由説明を要求します。


※　様式2-13において復代理人を定めた場合は復代理人名を用いること。



















＜応募に関する提出書類＞

	様式　４－１
	登録受付番号（　　　　）



令和9年　　月　　日
会津若松市長　様

提案書類提出届


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	




令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」に関して、参加資格審査通過者として、募集要項等に基づき、提案書類を提出します。
なお、募集要項に定められた応募者の備えるべき参加資格要件を満たしていること、並びに提案書類の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

※　様式2-13において復代理人を定めた場合は復代理人名を用いること。


	様式　４－２
	登録受付番号（　　　　）



令和9年　　月　　日

提案書類確認書


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	



■提出書類

	項目
	体裁
	部数
	応募者確認

	様式4　応募に関する提出書類
	封筒
	正1部
	

	様式5　価格に関する提案書
	A4ファイル
	正1部
	

	様式6　事業計画に関する提案書
	A4ファイル
	正1部、副15部
	

	様式7　施設整備業務に関する提案書
	
	
	

	様式8　維持管理業務に関する提案書
	
	
	

	様式9　運営業務等に関する提案書
	
	
	

	様式10　提案概要
	
	
	

	様式11　基礎審査項目チェックリスト
	
	
	

	様式12　計画図面等
	A3ファイル
	正1部、副15部
	

	電子データ
【提案書一式（様式４～１２）のPDF及び元データ】
	CD-R
	2枚
	



※　提出する書類が揃っていることを確認し、「応募者確認」の欄に○を付して提出すること。
※　「体裁」の欄に記載の内容は概要であり、詳細は『様式集（構成・作成要領）』を確認すること。
※　『様式集（構成・作成要領）』に記載のとおり、様式6～12には正本・副本ともに、すべての企業名・グループ名を一切記載せず、匿名としていることを確認すること。ただし、様式12-16における什器・備品等のメーカー名は匿名とする必要はない。


	様式　４－３
	登録受付番号（　　　　）



令和9年　　月　　日
会津若松市長　様

募集要項等に関する誓約書


	グループ名
	

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	
	印



令和8年8月に募集要項等が公表された「会津若松市新斎場整備運営事業」の応募に際して提出する提案書一式は、募集要項等に示した条件及び要求水準を満たし、又はそれ以上の条件及び水準であることを誓約します。


※　様式2-13において復代理人を定めた場合は復代理人名及び当該印鑑を用いること。


	様式　４－４
	登録受付番号（　　　　）



令和9年　　月　　日

企業名対照表


	グループ名
	

	登録受付番号
	




	提案書（様式6～様式12）記載名称
	企業名・団体名等

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



※　記載欄及びページが不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
※　構成企業については全て記載してください。構成企業以外の企業名・団体名等についても、提案書（様式6～様式12）に記載があり、提案内容に関わる企業や団体、メーカー等はこの様式に具体名称を記載してください（例：市内人材団体→○○センター、大手警備会社→株式会社○○、保険企業A→株式会社○○、など）。ただし、様式12-16における什器・備品等のメーカー名は匿名とする必要はないことに留意すること。


















＜価格に関する提案書＞


	様式　５－１
	登録受付番号（　　　　）



令和9年　　月　　日

提案価格書

（1）　事業名
会津若松市新斎場整備運営事業

（2）　総事業費　（設計・建設工事請負代金、稼働準備業務委託料、指定管理料）

	金 額
（税抜）
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金 額
（税込）
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



　上記のとおり、「会津若松市新斎場整備運営事業」における募集要項等の各条項を承諾の上、応募します。

	DBO代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	役職・代表者名
	


[bookmark: _GoBack]
	復代理人の場合
	商号又は名称
	

	
	所在地又は住所
	

	
	氏名
	



	発行責任者
	商号又は名称
	

	
	役職・氏名
	

	
	連絡先
	

	担当者
	商号又は名称
	

	
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	



※　提案価格は、現在価値換算前の実額ベースで、消費税等相当額を含まない金額（税抜）と含む金額（税込）を記載してください。消費税率は10％とします。
※　金額は、算用数字で表示し、頭書に￥の記号を付記すること。
※　様式2-13において復代理人を定めた場合は、DBO代表企業欄及び復代理人欄の両方に記載すること。


















※「様式5-2」～「様式5-8」は『様式集（Excel様式）』に収録




















＜事業計画に関する提案書＞
（表紙）



	様式6-1
	事業全体の実施方針
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
要求水準書に示す「事業の目的」や「事業の基本的なコンセプト」を踏まえた魅力ある施設像が示され、これを実現するための、民間の創意工夫やノウハウを生かした事業全体の実施方針が提案されているか。




	様式6-2
	事業全体の実施体制
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
構成企業それぞれの役割及び責任分担、連携、協力・補完体制、指揮命令系統等が明確で、本事業を一体的かつ長期的に実施するための具体的な提案があるか。
市及び関係機関と適切に連絡・調整し、本事業を円滑に遂行するための有効な提案があるか。
本事業を確実に実施するための経験やノウハウ、財務上の安定性を有した企業構成などを考慮した提案となっているか。
リスクを適切に認識し、その対応策が提案されているか。

※なお、事業の特性を踏まえて付保する保険についても記載してください。





	様式6-3
	地元企業の参画促進及び地域経済への配慮
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
会津若松市に本社又は本店を置く企業が、構成企業として多く参加しているか。
地元企業への発注金額及び発注内容等や地元企業の育成等について、明確な計画や効果的な提案がなされているか。
会津若松市内の雇用促進に関する具体的な提案がなされているか。
なお、以下の記載例を参考に、地元企業への発注予定件数・金額割合について記載してください。
■（記載例）
	
	地元企業発注予定

	
	件数
	金額割合

	『施設整備業務に係る対価』のうち
	○件
	○％

	『稼働準備業務・維持管理業務・運営業務に係る対価』のうち
	○件
	○％

	『提案金額合計』のうち
	○件
	○％


※地元企業とは、会津若松市内に本社または本店をおく企業とする。
※提案は実現可能な割合を記載すること。なお、提案された割合については、各段階で適宜モニタリングにより確認する。
※発注予定企業から関心表明書を取得している場合は、正本のみに添付すること。（この場合、正本のみに綴じることに留意した上で、関心表明書に記載の企業名等を伏せる必要はない。）
[image: ]※地元企業発注予定は、下の参考図と説明書きを参照して計上すること。二次下請けまでの発注金額を考慮し、二重計上はしないこと。また、地元から雇用した社員への給与は発注予定金額に含めないこと。



	登録受付番号
	



















＜施設整備業務に関する提案書＞
（表紙）



	様式7-1
	施設整備業務の実施方針・実施体制
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
複数企業が協力して効果的に施設整備業務を実施するための実施方針や実施体制（施設整備業務総括責任者及び各業務責任者等）が提案されているか。
適切な品質管理、市との連携を図るための、「供用開始までの統括管理業務」及び「施設整備業務に係るセルフモニタリング」に関する優れた提案があるか。




	様式7-2
	設計業務の取組方針
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
目指すべき施設像を実現し、設計業務を確実に実施するための取組方針や方策が提案されているか。
市及び関係機関との協議や意向反映を考慮した適切な業務スケジュールや方策が提案されているか。




	様式7-3
	【建築】全体配置・外部動線・外構計画
	1/3

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
新斎場に対する周辺からの見え方や景観に配慮するとともに、周辺住居に対する新斎場利用者からの視線や、圧迫感を最小化する工夫が提案されているか。
歩行者と車両の動線の分離、会葬者等と職員等の動線の分離、駐車場からの動線・舗装などについて、利便性、安全性及び冬期間の除排雪や凍結等による転倒防止対策等に配慮した提案となっているか。
メンテナンス車両動線の確保や、施設・外構の長期的な維持管理を考慮した計画となっているか。
待合室等から見える景観、地域の自然に配慮した外観デザインや植栽計画など、周辺環境と調和し、会葬者等の心情に配慮した計画が提案されているか。
敷地の一部が土砂災害警戒区域等に指定されたことを踏まえ、安全性や利便性に配慮した全体配置計画が提案されているか。



	様式7-4
	【建築】平面・階層・動線計画
	1/3

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
多数の会葬者があった場合でも会葬がスムーズに進行でき、葬家同士の輻輳を避け、プライバシーに配慮した上で、ご遺族が安心して故人とお別れできる計画となっているか。
会葬者等と火葬炉運転業務職員等との動線の交錯がなく、葬祭業者の動線にも配慮し、分かりやすく利便性の高い計画となっているか。
将来の火葬需要（火葬件数の増加や葬送形態の変化・多様化）への対応を見据え、具体的な運営方法を想定し、利用者数やニーズを踏まえて各室の配置・形状・規模等が計画されているか。
施設の目標使用年数を踏まえ、火葬炉を含む設備機器のメンテナンスや入替を考慮した計画となっているか。



	様式7-5
	【建築】各室計画
	1/3

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
特に会葬者等の利用する空間について、故人とのお別れの場としてふさわしい空間構成や内装、仕上げ、備品などが提案されているか。
特定の宗教、宗派の様式に偏らず、個々のニーズに沿って柔軟な対応が可能な計画となっているか。
告別収骨室や火葬炉室などについて、臭気対策や防音対策など、会葬者等の心情やプライバシーに配慮した計画となっているか。
維持管理・運営の効率性に配慮するとともに、火葬炉運転業務従事者の作業環境など、職員の働きやすさに配慮した計画となっているか。




	様式7-6
	【建築】サイン計画・ユニバーサルデザイン
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
サイン計画や多機能トイレの計画、多言語対応等を含め、性別・年齢・国籍・宗教・障がいの有無などに関わらず、すべての人が安全かつ快適に施設を利用できる計画となっているか。




	様式7-7
	【火葬炉】基本性能・環境性能
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
火葬炉の燃焼効率や燃焼温度、再燃焼炉のばい煙及び臭気の除去に必要な滞留時間について効果的な提案があり、静粛性、振動抑制、その他火葬炉設備として高い性能を備えているか。
要求水準書における公害防止基準を確実に遵守し、長期にわたり周辺環境への影響を最小に抑えるための提案がされているか。
省エネルギーや経済性に配慮した計画となっており、光熱水費の低減に資する具体的な提案があるか。




	様式7-８
	【火葬炉】操作性・安全性・耐久性・メンテナンス性
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
高い操作性や安全性、十分な耐久性を有する設備が提案されているか。
災害や停電発生時など、緊急時の安全対策や排ガスへの速やかな対応が提案されているか。
長期的な維持管理を考慮し、メンテナンスの容易性、及び更新性などに配慮した提案がされているか。




	様式7-9
	環境配慮計画・光熱水費の低減
	1/3

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
脱炭素や再生可能エネルギーなどの環境負荷低減に向けた対策を図り、ZEB-Ready以上に適合する施設とするための実現可能な計画となっているか。
建築設備等について、省エネルギーや経済性に配慮した計画となっており、光熱水費の低減に資する具体的な提案があるか。
建築設備等について、長期的な見地から、維持管理のしやすさ、将来的な修繕・更新等に配慮した提案があるか。




	様式7-10
	防災安全計画
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
地震や土砂災害、風水害等の自然災害発生時の被害軽減策に関する方策として、構造体、建築非構造部材、建築設備等の安全性・耐震性の確保等を含め有効な提案がされているか。
自家発電設備の性能や火葬燃料の備蓄等、災害時においても施設が問題なく稼働し、環境基準に適合しながら、要求水準書に定める件数の火葬を適正に執行できる提案となっているか。




	様式7-11
	建設業務・解体業務の取組方針
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
敷地条件や周辺環境、施設特性を踏まえ、建設業務及び解体業務を安全かつ確実に実施するための取組方針や方策が提案されているか。
住居が近接していることに加え、常に現斎場又は新斎場を運営しながらの施工となることを踏まえ、安全確保や周辺住居等への配慮、会葬者等の心情への配慮、周辺環境への影響（交通渋滞・騒音・振動等）を低減するための方策が提案されているか。
施設整備段階における環境負荷低減の方策が提案されているか。




	様式7-１2
	工事工程
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
着工前の準備から、新斎場の引渡しを経て全面供用開始までの工事工程が具体的かつ的確に提案されているか。
確実に業務を進めるための工程管理方法や、不測の事態が生じた場合でも工期を遵守するための方策が提案されているか。


















＜維持管理業務に関する提案書＞
（表紙）



	様式8-1
	維持管理業務の実施方針・実施体制
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
要求水準書に示す維持管理業務の「基本要件」を踏まえ、効果的に維持管理業務を実施するための実施方針や実施体制（維持管理業務総括責任者及び各業務責任者等）が提案されているか。




	様式8-2
	建築の保守管理等に係る計画
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
建物保守管理、建築設備保守管理、什器・備品保守管理、外構・植栽保守管理及び修繕・更新業務について、施設運営に支障なく、かつ長期的に施設の性能を維持するための具体的な方策が提案されているか。
計画的な保守・修繕の実施など、施設の長寿命化やライフサイクルコストの低減に資する提案があるか。

※法定点検以外の点検など、要求水準以上の提案が分かりやすいように記載してください。



	様式8-3
	清掃等に係る計画
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
環境衛生管理、清掃、警備、除排雪業務について、施設特性を考慮し、良好な施設環境や安全性を確保するための具体的な実施内容（実施項目・作業内容・頻度等）が提案されているか。



	様式8-4
	火葬炉に係る維持管理計画
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
長期的に火葬炉設備の性能・機能を維持するための保守管理業務及び修繕・更新業務について、具体的な方策が提案されているか。
計画的な保守・修繕の実施など、長寿命化やライフサイクルコストの低減に資する提案があるか。




	様式8-5
	事業期間終了時の引継計画
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
事業期間終了時に火葬炉を含む施設の全てを健全な状態で市に引継ぐための具体的な提案があるか。
事業期間終了時に次期管理者へスムーズに維持管理業務の引継ぎが実施できるような効果的な提案があるか。





















※「様式8-6　長期修繕計画書」は『様式集（Excel様式）』に収録
















＜運営業務等に関する提案書＞
（表紙）



	様式9-1
	運営業務の実施方針・実施体制
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
要求水準書に示す運営業務の「基本要件」を踏まえ、効果的に運営業務を実施するための実施方針や実施体制（運営業務総括責任者及び各業務責任者等）が提案されているか。
適切な品質管理、市との連携を図るための、「供用開始後の統括管理業務」及び「維持管理業務及び運営業務に係るセルフモニタリング」に関する優れた提案があるか。




	様式9-2
	火葬計画
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
火葬件数の増減への対応を前提に、運営期間にわたって適切に利用者にサービスを提供するための具体的な火葬計画（火葬タイムスケジュール・人員配置等）が提案されているか。

※提案は、通常時に想定する日最大件数（14件/日）における火葬タイムスケジュールと、それに対応する運営従事者の人員配置（担当業務、人数）が分かる図表等を含めて記載してください。



	様式9-3
	運営計画
	1/2

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
運営業務全般について、会葬者等の心情に配慮し、施設の厳粛性を確保するとともに、安全性、利便性及び快適性を向上させ、安心して故人とお別れすることができる場を提供するための工夫が提案されているか。
性別・年齢・国籍・宗教・障がいの有無などに関わらず、すべての人が安全・快適に施設を利用するための運用上の工夫が提案されているか。
葬送習慣の継承を実現するための具体的な工夫が提案されているか。
利用者から寄せられた意見等を踏まえた業務改善など、継続的なサービス品質の維持・向上について効果的な提案があるか。
適切な予約情報管理や遺骨の取り違い防止など、運営上のミス・トラブルを防止する工夫が提案されているか。



	様式9-4
	供用開始対応
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
新斎場の供用開始までの稼働準備業務に係る工夫が提案されているか。
新斎場の供用開始から全面供用開始までの外構工事期間中において適切なサービス水準を確保するための運営の工夫が提案されているか。




	様式9-5
	災害・非常時の対応
	1/1

	以下の「評価の視点」を踏まえて記載してください。
事故や災害等の非常時における連絡体制やバックアップ体制について具体的な提案があるか。
非常時の初動対応や復旧対応を適切に実施するための事業継続計画に係る有効な提案があるか。


















＜提案概要＞
（表紙）




	様式10-1
	提案概要
	1/3

	


	登録受付番号
	



















＜基礎審査項目チェックリスト＞
（表紙）



	様式11-1
	基礎審査項目チェックリスト
	1/4

	項目
	審査内容
	該当
様式
	確認

	
	
	
	参加者
	市

	事業期間
	施設整備期間が令和13年3月末日までとなっている。
	
	
	

	
	新斎場引渡し日が令和12年2月中となっている。
	
	
	

	
	新斎場供用開始日が令和12年4月1日となっている。
	
	
	

	
	維持管理期間が令和12年4月1日から令和27年3月末日までとなっている。
	
	
	

	施設の構成
	延床面積が2,500㎡以上となっている。
	
	
	

	
	人体炉が6基整備されている。
	
	
	

	
	エントランスホール1箇所、告別収骨室4室、火葬炉室1室、待合室6室、多目的室2室(主に利用者用と管理用に1室ずつ)計画されている。
	
	
	

	
	遺族・会葬者用として24台以上、車いす使用者用として2台以上、宗教関係者用として6台以上、管理用として10台以上、予備として10台以上の計52台以上の普通車用駐車場が整備されている。
	
	
	

	
	マイクロ・中型バス用として、3台以上の駐車場が整備されている。
	
	
	

	土地利用計画
	本施設の主な部分(建物及びアプローチ部分)が区域C(拡張部分)に整備されている。
	
	
	

	配置計画
	事業用地内に堆雪スペースが確保されている。
	
	
	

	
	事業用地の外部出入口に、門扉やバリカー、ゲート等が整備されている。
	
	
	

	
	事業用地の周囲は、塀、柵、生垣等により隣接する土地との境界が明らかになっている。
	
	
	

	
	来庁者エントランス付近に車いす利用者用駐車場が設けられている。
	
	
	

	建築計画
	会葬者等と火葬炉運転業務職員等との動線の交錯がない計画となっている。
	
	
	

	
	建物内は全ての利用者が安全で円滑に移動できる計画となっている。
	
	
	

	
	ZEB-Ready以上の環境性能が提案されている。
	
	
	

	構造計画
	耐震安全性の分類として、「構造体：Ⅱ類、建築非構造部材：A 類、建築設備：甲類」以上の耐震性能を有する計画となっている。
	
	
	

	設備計画
	発電設備は、火葬業務遂行のために最低限必要な設備が3日間(最大6基×3回転/日)以上運転できる仕様となっている。
	
	
	

	
	災害時に使用できる非常用コンセントが設置されている。
	
	
	

	
	昇降機設備、多機能トイレ、その他必要箇所に非常用呼出ボタン等が設置されている。
	
	
	

	
	中央監視システムを構築し、火葬炉に関する事項は火葬炉監視・制御室で、空調設備、監視カメラ、自動火災報知設備等は事務室で監視及び制御を行うことのできる設備となっている。
	
	
	




	様式11-1
	基礎審査項目チェックリスト
	2/4

	項目
	審査内容
	該当
様式
	確認

	
	
	
	参加者
	市

	
	災害時を想定し、本施設の運営が3日間対応可能な水量が確保されている。
	
	
	

	
	火葬業務遂行のために最低限必要な設備が3日間(最大6基×3回転/日)以上運転可能な燃料が備蓄できる設備が設置されている。
	
	
	

	各室計画
	必要諸室がすべて計画されている。
	
	
	

	
	車寄せには、霊柩車及びマイクロバスが横付けできる乗降スペースが確保されている。
	
	
	

	
	告別収骨室は、火葬炉に対して2炉1室形式で2室、1炉1室形式で2室の計4室計画されている。
	
	
	

	
	告別収骨室は、通常1室あたり25名程度の利用ができる計画となっていることに加えて、施設又は運用上の工夫により50名程度の告別・収骨に対応できる計画となっている。
	
	
	

	
	火葬炉監視・制御室は、火葬炉室内を見渡せる位置に配置されている。
	
	
	

	
	残灰保管庫に直接外部とつながる搬出口が設けられている。
	
	
	

	
	火葬業務職員用諸室に、休憩室、更衣室（男女別）、トイレ（男女別）、洗濯室、シャワー室（男女別）、給湯スペースが設けられている。
	
	
	

	
	待合室のうち最低1室は最大50名程度の利用に対応できる計画となっている。
	
	
	

	
	待合室内に小上がりの畳スペースが設けられている。
	
	
	

	
	多目的室(大)はエントランスホール近くに設置されており、外部からの出入口が設けられている。
	
	
	

	
	遺族・会葬者専用の更衣室が男女1 室ずつ計画されている。
	
	
	

	
	自動販売機コーナーに、飲料・軽食等が販売できる自動販売機を1 基以上設置するスペースが設けられている。
	
	
	

	
	事務室・受付は、会葬者が一見して受付を認識しやすく、かつ職員が会葬者等の出入りを把握しやすい位置に計画されている。
	
	
	

	
	多目的室(小)は1階に配置されており、外部から直接出入りできる計画となっている。
	
	
	

	
	倉庫のうち1室は、15㎡程度の広さが確保されており、外部からの出入口が設けられている。
	
	
	

	
	小型除雪機倉庫は外部から直接出入りできる計画となっている。
	
	
	

	
	会葬者等が利用しやすい位置に乗用エレベーターが1基以上設置されている。
	
	
	

	
	多機能トイレが各階1箇所以上設けられている。
	
	
	

	火葬炉
	いかなる場合も無煙・無臭を実現可能な設備となっている。
	
	
	

	
	1日の火葬件数が、最大14件/日として計画されている。
	
	
	

	
	一部の炉を休止する場合であっても、最大10件/日を火葬可能な計画となっている。
	
	
	




	様式11-1
	基礎審査項目チェックリスト
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	項目
	審査内容
	該当
様式
	確認

	
	
	
	参加者
	市

	
	排ガス、悪臭、騒音において要求水準書に記載の基準値以下を実現可能な計画となっている。
	
	
	

	
	着工前、竣工時及び新斎場供用開始後は年1回、排ガス等の検査を実施して、その結果を報告する計画となっている。
	
	
	

	施設整備業務
	施設整備業務総括責任者及び設計業務、建設業務、解体撤去業務の区分ごとに業務責任者を定めている。
	
	
	

	
	施設整備業務の実施にあたり、事業スケジュ―ル表、コスト管理計画書を提出する計画となっている。
	
	
	

	
	業務開始の1か月前まで（設計業務は業務開始日まで）に、セルフモニタリング実施計画書を作成し、市の承認が得られる計画となっている。またセルフモニタリング実施計画書に定めた時期にセルフモニタリング実施報告書を作成して、市に提出する計画となっている。
	
	
	

	
	市による竣工検査(是正対応含む)の終了後、新斎場の引き渡しを行う計画となっている。
	
	
	

	
	予約システムは、インターネットを利用し、パソコン及び携帯端末等から24時間予約可能なシステムとなっている。
	
	
	

	
	予約システムは、葬祭業者それぞれが予約状況を把握できるとともに、市においても確認、操作等が可能な環境となっている。
	
	
	

	
	新斎場の供用開始までに、本施設の概要を示したパンフレットを1,000部作成して市に提出する計画となっている。
	
	
	

	維持管理業務
	維持管理業務総括責任者及び維持管理業務の区分ごとに業務責任者を定めている。
	
	
	

	
	維持管理業務の実施にあたり、業務計画書、業務報告書等を提出する計画となっている。
	
	
	

	
	火葬炉保守管理業務において、火葬炉設備の運転・点検整備等の記録として運転日誌、点検記録(日常)、点検記録(定期)、整備記録を作成する計画となっている。
	
	
	

	
	事業期間終了時の引継業務において、建物劣化診断報告書及び次期修繕提案書を作成し、市に提出する計画となっている。
	
	
	

	運営業務
	運営業務総括責任者及び運営業務の区分ごとに業務責任者を定めている。
	
	
	

	
	運営業務の実施にあたり、業務計画書、及び業務報告書を提出する計画となっている。
	
	
	

	
	管理運営統括責任者を定めている。
	
	
	

	
	維持管理業務及び運営業務に係るセルフモニタリングに関して、新斎場供用開始の3か月前までにセルフモニタリング実施計画書を作成して市の承認が得られる計画となっている。またセルフモニタリング実施計画書に定めた時期にセルフモニタリング実施報告書を作成して、市に提出する計画となっている。
	
	
	

	
	維持管理運営期間において、管理運営会議を開催する計画となっている。
	
	
	




	様式11-1
	基礎審査項目チェックリスト
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	項目
	審査内容
	該当
様式
	確認

	
	
	
	参加者
	市

	
	新斎場供用開始の3か月前までに、事業継続計画書を作成し、市の承認が得られる計画となっている。
	
	
	

	
	大規模災害時には最大6基×4回転/日が可能な計画となっている。
	
	
	

	
	事業期間終了時の引継業務（運営）において、運営引継ぎマニュアルを作成して、市に提出する計画となっている。
	
	
	



※　該当様式の欄には、審査内容が確認できるよう、提案に応じて様式番号を記載してください。
※　参加者は審査内容の確認を行い、確認できた項目の確認欄に「○」を記載してください。

	登録受付番号
	


















＜計画図面等＞
（表紙）



















※「様式12-1　事業スケジュール表」は『様式集（Excel様式）』に収録


	様式12-2
	施設計画概要書・面積表
	1/○


	登録受付番号
	




【施設計画概要書】
	項目
	内容
	備考

	建物用途
	
	

	構造種別
	
	

	基礎形式
	
	

	免振・制震・耐震等の種別
	
	

	耐震性能
	構造体
	
	

	
	建築非構造部材
	
	

	
	建築設備
	
	

	耐火建築物等の種別
	
	

	建物規模（階数）
	
	

	最高の高さ
	
	

	最高の軒高さ
	
	

	敷地面積
	
	

	建築面積
	
	

	建蔽率
	
	

	延べ面積
	
	

	容積対象床面積
	
	

	容積率
	
	

	駐車台数
	遺族・会葬者用
	
	

	
	車いす使用者用
	
	

	
	宗教関係者用
	
	

	
	管理用
	
	

	
	予備
	
	

	
	マイクロ・中型バス用
	
	

	緑化面積・緑化率
	
	

	○○○○
	
	



注１　面積は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位まで記載してください。
注２　面積、高さ等の数値は図面等で確認できるようにしてください。
注３　可能な範囲で詳細に記載し、記入欄の調整、項目の追加・削除・変更は適宜行ってください。
注４　要求水準に従い、合計面積が2,500㎡以上となるようにしてください。

【面積表】
	室名
	○階
	○階
	床面積合計
	備考

	■火葬部門
	
	
	
	

	車寄せ
	
	
	
	

	風除室・エントランスホール
	
	
	
	

	告別収骨室
	
	
	
	

	収骨準備室（スペース）
	
	
	
	

	火葬炉室・火葬炉機械室
	
	
	
	

	炉内台車庫・収納倉庫（スペース）
	
	
	
	

	火葬炉監視・制御室
	
	
	
	

	残灰保管庫
	
	
	
	

	電気・機械室
	
	
	
	

	柩台車庫（スペース）
	
	
	
	

	火葬業務職員用諸室
	
	
	
	

	■待合部門
	
	
	
	

	待合ロビー
	
	
	
	

	待合室
	
	
	
	

	多目的室（大）
	
	
	
	

	授乳室・ベビールーム
	
	
	
	

	キッズコーナー
	
	
	
	

	会葬者用更衣室
	
	
	
	

	自動販売機コーナー
	
	
	
	

	救護室（スペース）
	
	
	
	

	■管理部門
	
	
	
	

	事務室・受付
	
	
	
	

	職員用諸室
	
	
	
	

	会議室
	
	
	
	

	業者控室
	
	
	
	

	多目的室（小）
	
	
	
	

	倉庫
	
	
	
	

	小型除雪機倉庫
	
	
	
	

	■その他
	
	
	
	

	廊下・階段・エレベーター
	
	
	
	

	トイレ
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	




	様式12-3
	仕上表
	1/○



【外部仕上表】
	項目
	内容

	屋根
	

	外壁
	

	開口部
	

	○○○○
	



【内部仕上表】
	室名
	天井高mm
	床
	壁
	天井

	■火葬部門
	
	
	
	

	車寄せ
	
	
	
	

	風除室・エントランスホール
	
	
	
	

	告別収骨室
	
	
	
	

	収骨準備室（スペース）
	
	
	
	

	火葬炉室・火葬炉機械室
	
	
	
	

	炉内台車庫・収納倉庫（スペース）
	
	
	
	

	火葬炉監視・制御室
	
	
	
	

	残灰保管庫
	
	
	
	

	電気・機械室
	
	
	
	

	柩台車庫（スペース）
	
	
	
	

	火葬業務職員用諸室
	
	
	
	

	■待合部門
	
	
	
	

	待合ロビー
	
	
	
	

	待合室
	
	
	
	

	多目的室（大）
	
	
	
	

	授乳室・ベビールーム
	
	
	
	

	キッズコーナー
	
	
	
	

	会葬者用更衣室
	
	
	
	

	自動販売機コーナー
	
	
	
	

	救護室（スペース）
	
	
	
	

	■管理部門
	
	
	
	

	事務室・受付
	
	
	
	

	職員用諸室
	
	
	
	

	会議室
	
	
	
	

	業者控室
	
	
	
	

	多目的室（小）
	
	
	
	

	倉庫
	
	
	
	

	小型除雪機倉庫
	
	
	
	

	■その他
	
	
	
	

	廊下・階段・エレベーター
	
	
	
	

	トイレ
	
	
	
	


注１　可能な範囲で詳細に記載し、記入欄の調整、項目の追加・削除・変更は適宜行ってください。

















※「様式12-4～12-12」は作成形式任意


	様式12-13
	火葬炉設備計画概要表
	1/1




	項目
	提案内容
	要求水準

	1
	大きさ等
	対応棺サイズ（奥行き×幅×高さ）
	
	2,100*650*600程度

	
	
	対応遺体重量等（kg）
	
	～120kg

	
	使用燃料
	
	事業者の提案による

	2
	燃焼設備

	
	　
	①主燃焼炉
	形式
	
	台車式

	
	
	
	数量
	
	人体炉6基

	
	
	
	炉内温度
	
	800～950℃

	
	
	
	火葬時間（主燃バーナ着火から消火まで）
	
	通常60分（遺体重量80kg以上はこの限りでない）

	
	
	
	付属品
	
	炉内圧力計、炉内温度計、その他必要なもの一式

	
	
	②断熱扉
	数量
	
	6面

	
	
	③炉内台車
	数量
	
	6台以上

	
	
	
	付属品
	
	予備台車保管用架台等必要なもの一式

	
	
	
	六価クロム対策方法
	
	事業者の提案による

	[bookmark: _Hlk137059998]
	
	④炉内台車移動装置
	数量
	
	6台以上

	
	
	
	操作方式
	
	手動への切替えができること

	
	
	
	付属品
	
	必要なもの一式

	
	
	⑤再燃焼炉
	形式
	
	主燃焼炉直上方式

	
	
	
	数量
	
	6基（主燃焼炉と同数）

	
	
	
	炉内温度
	
	800～950℃

	
	
	
	ガス滞留時間
	
	1.0秒以上（最大ガス量時）

	
	
	⑥主燃焼炉用バーナ
	数量
	
	6基（主燃焼炉と同数）

	
	
	
	着火方式
	
	自動着火方式

	
	
	
	傾動方式
	
	電動式。故障時には手動で傾動が可能なこと。

	
	
	
	操作方式
	
	自動制御。手動への切り替えができること

	
	
	
	付属品
	
	着火装置、火炎監視装置、燃焼制御装置、その他必要なもの一式

	
	
	⑦再燃焼炉用バーナ
	数量
	
	6基（主燃焼炉と同数）

	
	
	
	着火方式
	
	自動着火方式

	
	
	
	操作方式
	
	自動制御。手動への切り替えができること

	
	
	
	付属品
	
	着火装置、火炎監視装置、燃焼制御装置、その他必要なもの一式

	
	
	⑧燃焼用空気送風機
	数量
	
	6基

	
	
	
	風量制御方式
	
	バーナ特性に応じた制御方式

	3
	通風設備

	
	
	1 排風機
	形式
	
	容量は、実運転に支障のないよう風量、風圧に余裕を持たせること。

	
	
	
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	2 炉内圧力制御装置
	形式
	
	炉内圧力の変動に対する応答が早く、安定した制御ができること。

	
	
	3 
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	4 煙道
	形式
	
	冷却装置、集じん装置、排気筒を除く排ガスの通路とする。ダストの堆積がない構造とすること。

	
	
	5 
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	6 排気筒
	形式
	
	騒音発生の防止と排ガスの大気拡散を考慮し、適切な排出速度とすること

	
	
	7 
	数量
	
	事業者の提案による




	項目
	提案内容
	要求水準

	4
	排ガス冷却設備

	
	　
	①排ガス冷却器
	温度制御方式
	
	自動

	
	
	
	設計ガス温度
	
	出口温度200℃以下

	
	
	②排ガス冷却送風機
	形式
	
	容量は、運転に支障のないよう余裕があり、安定した制御ができるものとする

	5
	排ガス処理設備

	
	　
	①集じん装置
	形式
	
	バグフィルター

	
	
	
	数量
	
	排気系列に応じた数量

	
	
	
	処理風量
	
	余裕率15％以上

	
	
	
	設計ガス温度
	
	出口温度200℃以下

	
	
	②集じん灰排出装置
	形式
	
	集じん灰を室内に飛散させることなく集じん灰貯留部へ自動で移送できる構造

	
	
	③触媒装置
	数量
	
	設置は事業者の提案による

	
	
	
	充填量
	
	事業者の提案による

	6
	付帯設備

	
	　
	①炉前化粧扉
	数量
	
	6組

	
	
	
	主要部材質
	
	ステンレス製

	
	
	②前室
	数量
	
	6基

	
	
	
	冷却時間
	
	炉内及び前室内での冷却により、最短で15分以内で収骨可能な能力とする。

	
	
	③残骨灰用吸引装置
	吸引装置
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	
	集じん装置
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	
	
	払落とし方式
	
	自動

	
	
	④集じん灰用吸引装置
	吸引装置
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	
	集じん装置
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	
	
	払落とし方式
	
	自動

	
	
	⑤吸引
	数量
	残骨灰用
	
	事業者の提案による

	
	
	
	
	集じん灰用
	
	事業者の提案による

	
	
	
	
	前室用
	
	事業者の提案による

	
	
	
	付属品
	
	吸引ホース、その他必要なもの一式

	
	
	⑥柩運搬車
	形式
	
	電動走行式（充電器内蔵）（手動への切り替えができること）

	
	
	
	数量
	
	事業者の提案による

	
	
	⑦炉内台車運搬車
	形式
	
	電動走行式（充電器内蔵）（手動への切り替えができること）

	
	
	
	数量
	
	事業者の提案による（柩運搬車との兼用も可とする）

	
	
	
	炉内台車出入操作
	
	自動

	
	
	⑧燃料供給設備
	形式
	
	各火葬炉の燃料消費量が計測・記録・出力できる手段を備えること。

	
	
	
	数量
	
	事業者の提案による


注１　可能な範囲で詳細に記載し、記入欄の調整、項目の追加・削除・変更は適宜行ってください。

















※「様式12-14、１２-15」は作成形式任意
※「様式12-16　什器・備品リスト」は『様式集（Excel様式）』に収録
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一次下請け

二次下請け

F.地元企業

（計上しない）

B.市外企業

G.地元企業

（一部計上）

※維持管理・運営段階においてSPCを

設立する場合は市をSPCと読替える。



二次下請けまでの地元企業への発注予定を考慮し、二重計上とならないように計上すること。

➡上図の場合、太枠で囲う企業を件数としてカウント。C,F,Iへの発注は二重計上となるため計上しない。



JVに地元企業が含まれる場合、発注予定金額は出資比率に応じて計上すること。

➡ア.については、JVの受注予定金額の40%を計上する。



JVからの発注については、二重計上とならないよう、JVにおける市外企業の出資割合を乗じて計上すること。

➡A.に関する地元企業発注予定額は、「Aへの発注予定額×60%（JVのうちイ.からの発注分）」を計上する。

➡G.についても、「Gへの発注予定額×60%（JVのうちイ.からの発注分）」を計上する。

（発注件数としては、A,Gともに1件ずつとしてカウントしてOK）

＜参考図＞


